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はじめに
欧州委員会は２０１１年１月にCAP（Common Agricultural Policy，共通
農業政策）の将来をめぐって４つの農業政策展望ブリーフス（Agricul-
tural Policy Perspectives Briefs）を提示した１）。№１の「展望下のCAP
――市場介入から政策革新まで――」は２００９年１２月提出の改訂版であり，
№２から№４までは№１を総括ブリーフだとすれば，総括ブリーフで言
及されていた基本骨子を各論的に展開した内容となっている。現在２０１４
年１月１日のCAP改革に関する議論がかまびすしさを増している。こ
うした状況を受けて農業・農村開発担当欧州委員会委員のチオロシュ
（Dacian Ciolo ）は２０１１年１月６日のオックスフォード農業会議の席上，
なおCAPが根本的改革（fundamental reform）の過程にあると言明し，
さらなる改革への途を示唆していた２）。農業政策展望ブリーフスはこの
論 説
「CAPの将来」をめぐる議論
――農業政策展望ブリーフスを中心に――
古 内 博 行
１）この４ブリーフスは以下のとおりである。The CAP in perspective : from
market intervention to policy innovation（Agricultural Policy Perspectives
Briefs, Brief No.１revised version, January２０１１）, The future of CAP direct
payments（Agricultural Policy Perspectives Briefs, Brief No. ２, January
２０１１）, The future of CAP market measures（Agricultural Policy Perspec-
tives Briefs, Brief No.３, January２０１１）, The future of rural development pol-
icy（Agricultural Policy Perspectives Briefs, Brief No.４, January２０１１）.
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ような改革続行の意思を体現した政策文書にほかならない。
農業政策展望ブリーフスはCAP改革の健康診断（Health Check）の
内容を直接的に引き継いでいる。健康診断について筆者は欧州委員会提
案から農相理事会合意に至る経緯と内容を立ち入って検討してきた３）が，
そこで明らかにされたのは健康診断が価格政策の改変，直接所得支
払い――ブリーフでは直接支払いで統一しているので，ここからは直接
支払いと言い表すことにする――の改変，農村開発政策の包括的振興
の３つを柱にしている事実であった。これは筆者なりに整理した分析手
順である。農業政策展望ブリーフスは本来の順序に即してこの３本柱を
扱っている。チオロシュの意見表明にみられるように，CAP改革がな
お終焉をみせていない以上，この連関は不可避だといわねばならない。
本稿は以上のような政策的連続性を意識しながら農業政策展望ブリーフ
スの詳細な内容紹介とそれへの綿密な検討をおこなう。
２）Dacian Ciolo Member of the European Commission―Responsible for Agri-
culture and Rural Development, The CAP beyond２０１３―challenges and op-
portunities for European agricultural Oxford Farming Conference Oxford,６．
January ２０１１, http:／／europa.eu／rapid／pressReleasesAction.do?reference=
SPEECH／１１／３&format=HT. . . .
３）拙著『ボンド・スキーム構想とCAP改革の健康診断（Health Check）』千葉大
学経済研究叢書（千葉大学法経学部経済学科）７，２０１０年，第４章，第５章。
なお，農業政策展望ブリーフスは２０１０年１１月１８日に欧州委員会により欧州議
会，欧州理事会，欧州経済社会委員会ならびに地域委員会に提示された政策
文書（Communication）の基礎になっただけでなく，その政策文書の内容を
敷衍し，詳細に論じている点で重要である。２０１０年１１月１８日に提示された政
策文書は以下のとおりである。European Commission, Communication from
the Commission to the European Parliament, the Council, the European Eco-
nomic and Social Committee and the Committee of the Regions［The CAP to-
wards２０２０: Meeting the food, natural resources and territorial challenges for the
future］. この政策文書は行論において述べるように，欧州委員会により２０１０年
３月に提示され，６月に欧州理事会で採択されたEU経済に関する新成長戦略
である「欧州２０２０戦略」（Europe ２０２０ Strategy）の農業版である。さらに付
け加えれば，欧州委員会はこの政策文書を受けて２０１１年１０月１２日に立法提案
をおこなった。政策文書，立法提案（Legal proposals）の両者については別
の機会に立ち入った検討を加えるつもりである。
「CAPの将来」をめぐる議論
２ （２）
分析の手順としては№１は最後に総括的に吟味することとしてまず各
論的に扱われている№２の直接支払いの行方から№３の市場措置――健
康診断で取り上げられているCAPの第１の柱である価格政策に該当す
ると考えてよい――，次いで№４の農村開発政策について立ち入った検
討を加えていくことにする。これら各テーマに関して欧州委員会がどの
ような政策的展望を将来的に描いているかを明らかにすることは健康診
断から２０１４年改革の繋ぎ目としての農業政策展望ブリーフスの位置関係
を考えると想定される以上に重要なものとみなされるべきであろう。欧
州委員会のCAP改革構想を読み取るうえで農業政策展望ブリーフスを
批判的検討の俎上に載せることは不可欠な作業といわねばならない。本
稿の基本的な問題意識はまさに以上の点にある。
「おわりに」においては農業政策展望ブリーフスのまとめをおこなう
ことになるが，その際には先に述べたように№１の総括ブリーフに言及
して具体的な分析対象となった３本柱の総合的な評価と３者のそれぞれ
の位置関係を明らかにしていく。欧州委員会の考え方としては№１の総
括ブリーフを提出しておいたうえで各論的に３本柱を内容展開すること
にし，そうした作業の成り行きとして№１の改訂版を改めて提示するも
のになっていると判断される。２０１１年１月に№１から№４まで一揃いに
農業政策展望ブリーフスとして示されたのは以上の経緯によるものであ
ろう。本稿はこうした欧州委員会の手続きを踏まえたうえで農業政策展
望ブリーフスを総合的に俯瞰し，そこからCAPの将来像を導き出そう
とするものである。
 直接支払いの行方
価格政策がCAPの第１の柱における本質的な要素であるとすれば，
農業政策展望ブリーフスの各論的部分の最初に価格政策の将来像が置か
れてもおかしくはないが，ここでは直接支払いの将来的帰趨が最初に言
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及されている。これは農業財政縮減圧力によって２０１４年CAP改革が推
し進められる事情から察して農業財政支出の最大の項目になっている直
接支払いの行方が焦点問題化していることにもとづくものと推測される。
農業財政支出の最大の要因となっている直接支払いに妥当的な根拠があ
るのかどうかは以上の脈絡においてはまずもって問題とされなくてはな
らない点であろう。
ブリーフ№２初めの「CAP直接支払いの将来」では直接支払いが今
日CAPの背骨（backbone）を形成しているとしたうえで，CAP予算の
最大比率を占めるとの実態が言及される。直接支払いの今日的役割とは
何か，また将来どのような役割を果たすべきなのかとの問いかけがなさ
れている。そして，そうした基本的な問いかけに続いて支払いはいかに
構想され，分配されなければならないのかとの問いが提起されている。
ブリーフ№２の内容はこれらの問いかけに対する答えにほかならない。
将来にわたる直接支払いの役割を議論する場合に２つの考え方（two
schools of thought）があるというのが欧州委員会の判断である。ひと
つは直接支払いが農民にとって「必要な基礎的な所得支持」（a necessary
basic income support）をなすという考え方である。営農活動をおこな
うにあたって最低限不可欠な所得支援を実施するという発想がここには
あり，過剰補償問題を過去に引き起こした事態への反省をも込めてそう
した問題を繰り返さずに所得支持の役割を果たさなければならない認識
が反映されている。「基礎的」というのがこの場合のキー・ワードであ
る。この言葉に社会政策的な意味合いが含意されていることは明白であ
ろう。もうひとつは直接支払いが農民の提供する公共財への補償である
べきとの考え方である。営農活動の派生的ないし結合的な所産として
様々な公共財の提供がある。基本的に市場では必ずしも正確に捉えられ
ない外部経済効果をもたらす公共財に対して正当な貨幣的価値評価をお
こなおうというのがこの考え方の趣旨である。ここでは「補償」（a com-
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pensation）がキー・ワードである。非市場価値に対する適切な見返り
をおこなわなければならないとの規範がここには横たわっている。営農
活動を積極的に位置づけていこうとする発想にほかならない。この発想
が後に取り上げる農村開発政策の振興に直接連動してくることはいうま
でもない。
この２つの考え方と並んでさらにもうひとつの考え方があることに欧
州委員会は言及している。それは農業経営（farming）と他の経済部門
とを区別する必要がないとの考量に立って直接支払いの必要性がないと
する内容であり，欧州委員会はある人々がこれをもって直接支払いを疑
問視するとの言明をおこなっている。この考え方の意味するところは
CAP発足当時確定した農業例外主義（agricultural exceptionalism）の
否定であり，「ただ農民ということだけで直接支払いを受け続けるわけ
にはいかない」という厳しい発想である。この考え方の代表格がボン
ド・スキーム構想である。これについて筆者はこれまでに幾つかの考察
をおこない，CAP改革の健康診断との関わりにおいて一書にまとめて
きたところである４）。欧州委員会が第３の考え方として位置づけないの
は政策選択肢として公認するわけにはいかないという事情からであると
いってよい。だからといってこの考え方が現実にあることを無視するわ
けにはいかない。有力な政策選択肢として浮かび上がっていることは否
定し難い事実だからである。そこで直接支払いを疑問視する向きがある
との微妙な言い回しになっていると推測される。逆にいえば，ブリーフ
№２の前書きの箇所においてこの考え方に言及せざるをえなかった点が
重要視されねばならないということになろう。
４）前掲拙著。ボンド・スキーム構想は行論において関連言及するように，直接
支払いに対しその歴史的清算を企図する首尾一貫した内容を有しており，直
接支払いに取って代わるものとしては最有力な政策選択肢のひとつとなって
いる。
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以上の考え方の議論に関連して欧州委員会は農民と加盟国の間におけ
る支持分配の議論があることを指摘する。今日の支持水準は農場の歴史
的な援助受け取りを基本にしている――この点でかつては生産とリンク
していたが，今日では違う内容になっていると示唆する――が，将来に
おいてはより公平に配分されると同時に農民提供の公共財にヨリ的を
絞った（better targeted）支払いにする必要があるとの見地に立ってい
るのが欧州委員会である。このような課題を設定しながら，支払いス
キームの変化が農民の所得や公共財の提供に及ぼしうる潜在的な影響を
明らかにすることにより直接支払いをめぐる議論についての輪郭づけの
提示という意向を披瀝している。これがブリーフ№２前段の問題意識な
いし課題の表明である。
続いて直接支払いの役割が項目立てて論じられるが，その場合まず直
接支払いの沿革が簡単に取り上げられる。この沿革は周知のことである
が，直接支払いはマクシャリー農政改革により導入され，内容的には生
産とリンクした「カップルされた支払い」（coupled payments）であっ
た。所得激変緩和措置としてセット・アサイド措置や頭数制限と結びつ
いていたから紛れもなく生産補助金であった。２００３年のフィシュラー農
政改革になって直接支払いは改変され，生産から切り離されたデカップ
リング措置となった。ブリーフ№２では言及されていないものの，これ
がいわゆる単一支払いスキーム（Single Payment Scheme，以下SPSと
略記）であったことは改めていうまでもない。ここでは農民の生産決定
からデカップルされたと表現されている。そうした変遷をりつつ，直
接支払いは過去２０年間CAPを「一貫した市場指向的改革」（consistent
market oriented reforms）に変えるのに役立ってきたとされる。生産
から切り離された（delinked）直接支払いはそこで農民に市場条件に適
応させ，農業部門の競争力を高めるように構想されたというのが欧州委
員会の認識である。直接支払いが農業経営の持続可能性と表裏一体の関
「CAPの将来」をめぐる議論
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係をなすとの評価は以上に起因しよう。
こうして，直接支払いは生産補助金から決別する途を歩むことになっ
たが，２つの面から世の批判にさらされていると指摘される。それはひ
とつには目標設定（targeting），もうひとつには分配の問題からである。
前者の点でいえば，直接支払いが環境保全といった特定目的に結びつけ
られていることや所得支持に照準を合わせられているといった絞り込み
すぎた目標設定に批判が寄せられている。後者の点では，個々の農民と
加盟国の間の支持水準の差異に着目して新規加盟国の支持水準の低さが
問題とされている。新規加盟国の場合には基準となる過去の生産実績が
欠如していることから直接支払いが過小評価されているというわけであ
る。欧州委員会の判断では新規加盟に伴う経過措置として旧１５ヵ国と比
較して低く設定され，段階的に引き上げていくスケジュールとなってい
るが，やはり均衡を逸した低水準が選択されたとの認識がなされるよう
になっている。
デカップルされた支払いは２００３年農政改革を達成させるための必要か
つ論理的なアプローチとして過去の歴史的な支持評価と結びつけられる
かたちでの固定的な支払いとなったわけであるが，２００３年当時は時代適
合的であった。しかし，２００４年５月に１０ヵ国が新規加盟し，２００７年に
ルーマニアとブルガリアが加盟する新たな局面を迎えたときには旧１５ヵ
国を対象とした歴史的な生産実績は普遍性をもちえなくなってしまった。
歴史的な支持実績が曖昧な新規加盟国との間に直接支払い水準の相違が
生じることになったからである。新たな１２ヵ国は実態的に生産と支持の
歴史にバラツキを有しながら加盟した結果，支持水準の相違が長期的に
は正当化されえないというのが自然な見方となった。２００８年CAP改革
の健康診断の合意の際に欧州理事会と欧州委員会が直接支払い制度の発
展可能性を吟味し，直接支払い水準の相違を是正すると言明したのは以
上の理由にもとづくものであった。
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直接支払い水準の格差は健康診断合意における欧州理事会，欧州委員
会の精査と修正方向への関与表明にみられるように，直接支払いのあり
方に関わる問題である。その延長線でいえば，この問題は前者で言及し
た直接支払いの目的という点に連動せずにはいない。したがって，直接
支払いが主として農民にとっての所得支持なのか，あるいはまた市場か
ら見返りを受けない公共財提供に対する補償支払い（a compensation
payment）なのかという問いかけがなされることにもなってくる。とす
ると，前者と後者は相互に連関してくる。農業部門が経済における低所
得部門であるから所得支持をおこなうことはそれ自体重要には違いない
とされるが，と同時にEU全体を通しての地域的にも環境的にも均衡の
とれたかたちでの基礎的（basic）公共財の提供は所得支持によって可
能となる政策的観点が貫かれていることは等閑に付されない。
直接支払いの所得支持機能（income support functionality）は農業部
門の長期的な経済活性力と円滑な構造調整を確実にするのに役立つとい
う。既存農業構造の維持の方向に作用する面があるから構造調整の進捗
につながるかどうかは疑問なしとしないが，昨今顕著となっている農業
所得の相対的低迷を考えれば，重要な論点ではあろう。さらにCAPの
場合にはそれにとどまらない議論がなされているのが特徴である。すな
わち，直接支払いは責任ある土地管理（responsible land management）
を介して基礎的な公共財の提供にとっての前提条件を形成するという考
え方にほかならない。この点でEU固有の自然資源の管理に携わる人々
に十分な所得が与えられることは不可避なのである。２００３年の農政改革
において義務的となったクロス・コンプライアンスの意義もまさにここ
にある。
というのは，最も重要な公共財の過小供給（undersupply）という事
実が実際にあるので，直接支払いとクロス・コンプライアンス要件の充
足との結びつきは間違いなく公共財の提供に貢献することになるからで
「CAPの将来」をめぐる議論
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ある。ここで公共財というのはほとんど環境絡みの事項であるが，その
ほかに農業景観（agricultural landscapes），農地の生物多様性（farmland
biodiversity），水資源の利用可能性（water availability），土壌機能（soil
functionality），気候安定（climate stability），大気浄化（air quality）
に関わっている。これら公共財の指摘において注目されるのは，景観維
持機能は別にしてこれまで挙げられていた食糧確保，文化伝統継承，余
暇空間利用の機能といった農家経営の派生的な所産である機能に加えて，
健康診断において新しい挑戦（new challenges）として掲げられた課題
に即した機能が盛り込まれている事実である。しかも，農村の活力が主
張される地域ではとくにそれらの公共財が重要視されるというのが欧州
委員会の基本的見解となっている。これは基礎的な公共財の提供メ
ニューが健康診断合意を受けて一段と拡充された結果にほかならない。
公共財の基礎的提供とEU全体におよぶ農用地管理（agricultural land
management）はより特定の公共財の形成にとって前提条件となり，そ
れには農村開発政策が重要なテコになる。こうした前提条件づくりは営
農に困難をもたらす深刻な自然的制約に直面する地域においては極めて
重要になるという位置づけがなされる。したがって，直接支払いの所得
支持要素と公共財の提供は分かち難いものとの欧州委員会の結論がここ
から導き出される。これは見方を変えれば，直接支払いの所得支持機能
に縛りがかけられていることを明示するものにほかならない。EUとし
てはグローバルな課題として誰しも異を唱えられない多面的な機能性と
直接支払いを結びつけることにより直接支払いに次元を異にする新たな
普遍性を与えようとするわけである。野放図に直接支払いにフリーハン
ドを与えるのではなく，義務的クロス・コンプライアンスという強力な
制約条件を課すことによって今日的な時代に適合的な存立根拠を見出そ
うとするのがこのブリーフでの基本的スタンスとみなしうる。農用地管
理が強調されるのは以上の脈絡において理解される。
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次に２の「現在の支持水準」について述べると，先にも指摘したよう
に，直接支払いの議論はその目的にだけ限定されたものではなく，支持
の分配にもおよんでいる。現在，加盟国の支払い総額は歴史的時期にお
ける平均的生産と支持を反映しているが，２００３年農政改革までは旧１５ヵ
国を対象としたかたちながら直接支払いの交付方式が分かれることに
なった。ひとつは地域モデルといわれるもので，これは地域での農業面
積における生産の歴史にもとづいて平均的な支持がおこなわれる。もう
ひとつは歴史的モデルといわれるもので，個々の農民の歴史的な生産実
績にもとづいた個々の支払いである。さらにいまひとつは地域モデルと
歴史モデルを混合させたハイブリッドモデルといわれるものである。こ
れら３つのうちどれを選択するかは各国の選択にまかされていた。この
うち地域モデルが最も平均的な原理に立脚しているが，すべてのモデル
において支払いは年ごとに固定され，生産決定に依存しないし，それと
ともに変動もしない。SPSの固定的な支払い形態がこれであることはい
うまでもない。基本的に生産からのデカップリングが実現しているので
ある。
ところで，これも先に指摘したとおりであるが，２００４年と２００７年に中
東欧諸国がEUに新規加盟した際に「簡素化された面積支払いモデル」（a
simplified area payment model，通称SAPS〔Scheme〕）を経過期間に
選択することが可能となった。これにより支払い水準は地域モデルに準
じるかたちで決定されることになった。旧１５ヵ国との大きな相違は現実
（actual）の歴史的な支持水準にリンクしていないことである。という
のも，新規加盟国では直接支払いの歴史がなく，基準が存在しなかった
からである。そこで歴史的な生産にもとづいて見積もられなければなら
なかったという経緯がある。参照されるべき過去の歴史的な生産実績が
確定され難い事情が横たわっていたことになる。
こうして，直接支払いのスタート時点での相違が加盟国間の支払い総
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額の格差に帰着した。その結果，加盟国間での単収あたりの支払い水準
は大きな食い違いをみせることになった。新規加盟国の１２ヵ国は旧１５ヵ
国に比べて支払い水準が低い。これはある意味で当然である。SAPSは
過去の単収や適格頭数を算入要因に組み込んで受給権を予算としてプー
ルし，それを農用地面積で除す方式であり，過去の単収や適格頭数は旧
１５ヵ国に比べて著しく低いか，または過小に見積もられているから低評
価が導かれざるをえない。経過措置の始まりの時期にそのような方式が
選択された以上，支払い水準に格差が生じるのは事の成り行きからいっ
て不可避であり，今日の不満の種となっているのは首肯されうる事態で
ある。農業所得に格差がついているわけで，EU加盟への期待が裏切ら
れた格好となっているからにほかならない。
これにはもうひとつ問題を増幅する要因がある。というのは，EU全
体を通じて経営規模が大きい農家ほど支払い額が膨らむといった不均衡
が生じている。これはむろん，EU全体の問題でその点からモジュレー
ション（減額調整措置）が打ち出されてくることになるのだが，新規加
盟国に限ってみても規模別支払い水準の相違が生じるものとなる。そう
なれば，加盟国間の格差にとどまらず，新規加盟国内部における格差も
生まれてくることになり，格差問題はそれだけ複雑化する。格差が構造
化する事態は克服されねばならないから，この二重の格差問題への対応
が要請されざるをえなくなっている。
経過期間のスケジュールが提示されているとはいえ，直接支払いの将
来的帰趨に関する不確実性が増す厳しい環境があるので，新規加盟国の
ほとんどの農民は自らが劣等待遇を受けているだけでなく，CAPその
ものに振り回されているとの感情を覚えても不思議ではない。全体とし
て農業所得に目立ったかさ上げがないなかで新規加盟国の農民には旧１５
ヵ国並みの農業の近代化をCAPへの包摂で迫られるから格差是正に向
けた迅速な解決が待望されることになる。直接支払いの水準の相違を欧
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州委員会が自覚していることは間違いないが，有効な手立てを見出しえ
ないのが実情ではないのか。この問題の苦慮度からみると欧州理事会レ
ベルで何らかの決着がなされねばならないかもしれない。また，農村開
発政策にも大きな比重がこの面からかかってくると推測される。
３では「変化する直接支払いの潜在的な影響」との小見出しで直接支
払いの変化の可能性と影響が論じられる。直接支払いはこれまでの議論
から理解されるように，農民所得の重要な源泉となっているが，農業活
動から生まれてくる農業要素所得（agricultural factor income）におけ
る直接支払いは２００７年から２００９年をとってみるとEUの平均的農民の
２９％を占める。もう少し立ち入ると旧１５ヵ国では３１％，新規加盟１２ヵ国
では１９％となっており，先に述べた直接支払いの水準の格差問題が如実
に現れている。もちろん，これは平均的な数値であって加盟国間のバラ
ツキは相当大きい。ここには分配の差異と競争力格差という要因が作用
している。
そこで直接支払いの改変ということが問われてくることになるが，こ
こであるべき選択肢として出されてくるのが一律方式（a flat rate）で
ある。一律方式というのはヘクタールあたり同額の支払い水準に均すと
いうことである。この一律方式は直接支払いシステムをどのように変更
させるかについての議論において共通して主張された提案であったとい
う。面積あたりでの公平な支持というのがこの方式を正当化する理由と
なっている。農場レベルでみれば，一律方式となると受給される支持総
額が今日的状況と比較すると変動が大きくなることを意味する。当然で
あろう。しかし，加盟国内部，また加盟国間での個々の農民の分配の不
平等は残ることにならざるをえない。というのも，一律方式では支持水
準の相違は農場経営規模により左右されることになるからである。他面
では，この点を指して農場間のより良い分配に一律方式が貢献すると言
明する向きが出てくるとされる。
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それに関連して考慮されねばならないのは，農業生産者がEU全体に
わたり様々な経済的・自然的条件に直面しているので，直接支払いの平
等な分配は公平な分配と同義である必要がないということである。支払
いの同水準は２７加盟国の農民に同じ意味合いを与えない。農民は上に述
べたことをさらに敷衍すれば経済的脈絡，環境的挑戦，社会的状況に応
じてそれぞれ異なった営農活動をおこなっている。結果として，画一的
な支払いは加盟国の農家経営にとって違った意義を有するであろう。こ
の点は支払い水準が低い地域ではとくに顕著に作用するはずである。ま
た，自然的条件が農業活動にとって変化している地域でも同じ支払いは
異なった意味合いをもつことになろう。
直接支払いの現在の支持水準は支持された部門における過去の生産を
反映しているだけでなく，加盟国の経済条件に即してみるとかなりの程
度の違いを生み出している。直接支払い支持水準の収斂はこうした要素
が無視されればより困難なものとならざるをえない。もうひとつの問題
は新しい直接支払い水準への移行方法とタイミングを考える際に生じて
くる。それは端的にいって，第１に基金の再分配，第２に支払い水準そ
れ自体である。支持水準の変化は農業の資産価値に影響を与えることに
なる。現在の支持水準は実際農業構造とコスト変数に影響をおよぼして
いる。全体として支持の資産価値への資本化は加盟国間で画一的なもの
ではない。それはたとえば土地価格に反映されてくるであろう。このよ
うに考えれば，支払い水準の変化および再分配される支持は農家経営の
経済的・資産的基盤に影響を与えずにはおかない。直接支払い水準にな
されるどのような変化であろうと，農家経営の活力に混乱を起こさせな
いために移行期間というものが決定的であるとする。
以上から理解されるのは，直接支払いの分配に対する何らかの改変が
展望されていることである。その際に留意されているのは，営農活動に
おける様々な社会経済条件の相違である。そこではすべての農家経営を
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充足させるような直接支払い水準の解は想定されない。直接支払いが構
造調整につながるかどうかは一概にはいえないが，担い手問題としての
構造政策は不可欠であろう。それに直接関連することといえば，直接支
払いの水準は土地価格や資産価値に反映してくるからたとえば農地流動
化の阻害要因となりうる可能性を有している。とすれば，こうした不確
実な状況を勘案して直接支払いのあり方が模索されていくことにならざ
るをえないことになる。
最後の４「将来の直接支払いに関する論議」では将来のCAPについ
ての論議において多大な関心が直接支払いの役割に払われてきたとの判
断から議論が展開される。ここではこれまでの叙述を踏まえて主として
２つの論点が再言及される。ひとつは直接支払いの将来における目的で
あり，もうひとつはその構想と分配である。その場合，後者の点が最初
に取り上げられている。これはその方が締めくくりの手順として総合評
価しやすいからであると推測される。その手順に即して議論を進めよう。
後者の分配に関わるかぎり，直接支払い水準に変更をもたらすことは
想定された以上に複雑であるとの表明がまずなされる。その際，すでに
指摘した一律方式は農家経営をめぐる経済的・環境的条件を度外視して
いるので，農家経営規模間での分配を公平としない点は明らかであると
の意見が導き出される。それに関連して支払い水準を決定する基盤とし
て過去の生産実績を用いることは，特定地域における農業生産条件をか
なりの程度反映するメリットをもっているとの判断がなされる。これは
生産条件の一定の要素を取り込むことができるにすぎないという留保条
件が考慮されなければならないとしてもそうだというのである。そこで
画一的なレートは歴史にもとづいた生産者間の区別をなしにするという
点でメリットを有しているものの，透明性のある効率性を向上させるた
めには自然条件や経済状況のような生産条件の調整要因から有益性を引
き出す余地が残されているとする。デカップリングが将来とも望ましい
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のはいうまでもないから過去の生産実績は参照されるべきであるが，一
律方式が孕んでいる規模別格差についてはモジュレーションが講じられ
ている経緯がここでは注目されねばならないであろう。
以上から直接支払いの行方についての根本的問いはプラグマティック
で経済的かつ政治的に実現可能性のあるかたちで公平な分配をどのよう
に実現し，この支持の目的をいかに達成するかということになる。これ
が直接支払いの目的に帰着するというのが欧州委員会の判断である。す
でに論じたとおり，直接支払いは基礎的な所得支持を与え，この所得支
持を介して基礎的な公共財の提供に結びつくことになる。それはEU全
体にわたる農業経営を維持し，支払いとクロス・コンプライアンス要件
と有機的に連関してくるからである。その意味で所得支持と基礎的な公
共財は直接支払いの競合的な目標というよりはむしろ補完的な位置関係
に立つと理解されなければならないのである。この点が本ブリーフの核
心的な内容をなす。現在のところ，この補完性は欧州委員会の揺るぎな
い方針になっているとみて差し支えない。
公共財の条件と所得の必要性はEU全体でみると異なっていることは
確かであるが，新たな直接支払いシステムを導入するために支払いを厳
格化したり，廃止したりすることは離農などの経済的圧力に農民をさら
すことになる。これは耕作放棄につながり，ひいては公共財の提供にマ
イナスの影響をもたらさずにはいない。どのような変化も農民に調整期
間を与えるために漸進的であることが重要だとの指摘がなされる。ここ
での議論を敷衍すれば，公共財の提供と土地との結びつきを決定的に重
視するというスタンスが強調されなければならないし，また穿った見方
をすれば直接支払いを廃止すべきだとするボンド・スキーム構想を間接
的に否定していることになる。しかし，調整期間と漸進主義を唱えてい
る点ではボンド・スキーム構想に存立の余地を与えているかのような印
象も拭い難いというのが筆者の率直な感想である。したがって，欧州委
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員会の落としどころに微妙なニュアンスが読み取れないわけではない。
注意を払わねばならないところであろう。
いずれにしても，直接支払いはCAPの一部分を構成するにすぎない
からCAP全体の枠組みにおける改変に着手される必要があるとの評価
が基本になる。直接支払いの水準と分配も農村開発政策に典型的に示さ
れるCAP支払いの部分とは独立して論じられるべきではないというの
である。そのとおりであろう。直接支払いの行方が，ヨーロッパ農業が
直面し，あるいはまた直面するであろう挑戦に関連するCAP全体像を
反映すべきとの総合判断が導かれるのは以上に起因するといえよう。
 CAP市場措置の将来
ここで市場措置というのは従来CAPの政策文書では価格・市場政策
と呼ばれてきたもので筆者の研究上の用語からするとCAPの第１の柱
であり，CAPの本質的な柱となっている価格政策のことである。健康
診断では価格政策の改変も見直しの対象になっていたからこれに言及さ
れるのは自然な流れである。先にも述べたように，ブリーフが健康診断
の成果を踏襲しているから当然のことである。
直接支払いの行方と同様に農産物市場の動向に多くの関心が払われて
きた。これは短期の変動および長期の価格動向ともにあてはまる。多く
の問いは価格下落傾向が終焉したのかどうか，また近年の価格変動が一
時的現象なのか持続的現象なのかどうかという点にあった。価格変動と
市場の不安定さは人々により受け止め方が違う。一方ではある種の変動
は正常な市場の動きの一部であり，生産者に需給のシグナルを送るが，
極端で過度の変動は市場のファンダメンタルズを反映したものではなく，
大規模な不確実性を生み出すとの見方がある。他方では増大する不安定
さから生まれる潜在的なメリットに注目する見方もある。ともあれ，焦
点は食糧確保（food security）と投入コストの増大に関連する問題に収
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斂してくる。価格の自然な変動および過度の変動は食糧供給にどのよう
な影響をおよぼすのか。この問題は市場と農民所得を安定させる市場手
段の役割に注目を集めさせてきた。伝統的ならびに新たな市場手段
（market instruments）はいかにして食糧供給の安定を確実にするのか。
また，価格変動を真っ先に受けるなかで世界中の農民は投入コストの増
大にますます悩まされることになっている。ここ５年間をみても農民の
収益は投入コストの増大により損なわれている現状だ。生産者価格を安
定させるだけでは済まない問題がある。以上が№３のブリーフの前段に
おける問題意識である。
まず１の「農民所得は生産者価格だけでは決まらない」で主張されて
いることを検討していこう。CAPの過去２０年にわたる歴史的改革は
ヨーロッパの農民をますます世界市場にコミットさせるものとなってき
た。この点で筆者に異論はない。それこそ市場指向の深まり（increas-
ing market orientation）と競争力の向上をねらいとした改革の意図さ
れた目的だといってかまわない。むろん，何らの保証もなしに世界市場
に投げ出されたのではないともいう。直接支払いが導入され，所得安定
に向けたテコ入れが図られたからである。とはいえ，市場指向の深まり
が反面でEU農民に対して農産物市場のヨリ不安定さに身を置くような
負の効果をもたらしてきたことは確認されている。価格の過度の不安定
さは農民の長期的な展望に立つ経営計画への講じ立てをますます困難に
するからである。市場のファンダメンタルズが価格に反映されないとす
れば，市場指向の深まりはかえってマイナスの効果をおよぼし，経営リ
スクに見舞われる農民は競争力水準を維持するための必要な投資に着手
しえない可能性がある。これは市場指向性が潜在的に有する経営リスク
の蓋然性である。そこには確実に農民所得を不安定にする要因がある。
価格変動に過剰補償問題を生む逆の要因が孕まれているにしてもこのよ
うに判断されるのである。
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農民所得が市場価格の変動から攪乱される可能性が高くなっている一
方で，別な要素として指摘されるのは近年における投入コストの動向で
ある。これまで投入コストは低下するトレンドを示してきたが，生産者
価格の減少よりは低下の度合いが少ないというのがこれまでの動向で，
このギャップは生産性の上昇でカバーされてきたという。ところが最近
になり生産性の上昇が鈍化して投入コストが大幅にはね上がり，農産物
価格が下落する場合などは経営を圧迫することになっている。農民の収
益はこの面から大きく損なわれているのが現状だとされる。供給サイド
での生産コストの動向如何で実質農民所得が左右される度合いが大きく
なっているという認識にほかならない。この点から価格政策の役割が改
めて焦点を当てられざるをえなくなるわけである。
市場指向の深まりによる競争力の改善は規模別生産性格差を生かす経
営効率の向上を意味する。農業の多面的機能には持続可能性と並んで競
争力が重要な一角を構成しているからその点では構造調整が漸進的に進
捗してきた経緯が浮かび上がっている。以上からみれば，担い手問題の
解決がそれ相応に一定の方向性を示しているといってもよい。それにも
かかわらず所得と生産コストとのギャップという困難が収益の悪化とい
うかたちで表面化している実態は見逃せないとするわけである。ここで
の小見出しには価格面の埒外に位置する問題状況が投影されていると考
えて差し支えない。この論点は等閑に付すことはできないので，それを
念頭に置きながら次の議論に移ろう。
次の議論ではCAP発足時の価格政策の基本メカニズムが，それがも
たらした過剰問題との関連で取り上げられる。堅固な国境調整措置によ
りガードされながら，世界市場価格をはるかに上回る保証価格水準の下
でEU農産物市場の相対的安定が維持されえたのであった。この基本メ
カニズムについてはすでに多くの研究により指摘されていることで価格
支持の陥穽が罷り通っていたわけである。無制限の買い入れ保証にもと
「CAPの将来」をめぐる議論
１８ （１８）
づく高価格政策の威力は絶大であった。ここでは価格支持が市場安定と
農民への理にかなった所得を確実にする主たる手段であったと回顧され
ているが，これは言い訳としても苦しい。しかし，その結果としてヨー
ロッパ農民が世界市場のシグナル（world market signals）から実質上
隔離されてきたという主張は正しい。何度も繰り返し現れる過剰が高保
証価格（high guaranteed prices）によってもたらされた必然的な帰結
であることももはや贅言を要しない。
輸出払戻金が世界市場と域内市場価格とのギャップを埋めるために活
用されたことも改めていうまでもない事実である。１９８０年代における
EU財政危機はその深刻な代償であった。EU農業問題が単に農業部門の
問題にとどまりえない領域に踏み込むのは事の成り行き上不可避であり，
これが１９９０年代初頭に開始されるCAP改革を促してきた経緯も今日で
は通説になっている。こうした叙述を正確にフォローすれば，CAPに
おける価格支持が発足時から行き過ぎていたことは紛れもない事実との
結論が導かれる。
１９９０年代初頭からCAP改革は連続的に実施されている。この歴史的
な改革については詳述されていないが，その到達点だけはきっちりと挙
げられている。すなわち，今日のCAPにおいて介入システムは「的の
絞られた農産物セーフティー・ネット」（a targeted product safety-net）
を示すものと解釈されている。すなわち，介入価格は現実の価格危機
（real price crisis）のときおよび市場混乱のリスクが存在するときにお
いてのみ運用される水準に設定されることになっているというのである。
これはいうまでもなく介入システムが価格暴落を防ぐという最低限の価
格変動防止機能を担うにすぎないことを意味している。かつてのような
無制限買い入れ保証といった制約なき価格下支えは完全に否定されてい
るのである。ブリーフでのこの指摘が価格政策の改変の核心的内容を示
すものであることは留意される。
千葉大学 経済研究 第２７巻第１号（２０１２年６月）
（１９） １９
介入システムが簡素化され，介入価格が必要とされる最低限の価格変
動防止機能に特化するという認識はここから生まれてくる。介入価格は
かつてのような市場価格形成のペースメーカー的役割を稀薄化させてい
るとの判断である。この判断は正当なものである。介入価格の性格転換
のなかで確立するに至った最低価格支持制度は１９９０年代初めと現時点で
の間における公的在庫の劇的縮小をもたらした。過剰生産からの財政圧
力は低下したのである。以上を裏づけるものとしてEUの価格は世界市
場価格を反映し，介入価格は生産者農民にとって最低価格（a floor
price）を保証しているとの見解が披瀝される。市場価格形成を単純に
市場原理に委ねるのでは農産物の場合リスキーであるゆえにスリム化を
前提としたうえでの価格政策の存在が是認されることになる。価格支持
の歴史的な性格転換がここで強調されているわけである。発足時の価格
政策をおさらいする作業の後に歴史的な農政改革を経てり着いた価格
政策の画期的な到達点が明示されるに至った事実はCAPの歴史上特筆
すべき出来事といって差し支えない。この主張の意義を認めないわけに
はいくまい。欧州委員会もまたCAPの価格政策に関する急変貌を自ら
告知せざるをえない局面に立たされたといってよい。そこから新たな出
発となる足がかりが構築されたとみなして差し支えなかろう。
以上に関連して紹介されている事例が２００９年１月からおよそ１年にわ
たって続いた酪農危機である。２００８年秋にピークを迎えた乳製品価格は
その時期を境に下落傾向を強め，２００９年１月から急激な低下をみせた。
介入価格の大幅割れが常態化するに至った。２０００年代に入って酪農改革
が本格化し，２０００年代中葉に牛乳の指標価格が廃止されたうえに乳製品
の介入価格がドラスティックに引き下げられた。これにより世界市場価
格へのさや寄せが実現された。その劇的に引き下げられた介入価格さえ
維持されないような市場価格の下落が生じた。これはまさしく先に指摘
した「現実的な危機」（a real crisis）にほかならなかった。そこで大規
「CAPの将来」をめぐる議論
２０ （２０）
模な介入政策が展開されることになった。こうした「現実的な危機」の
際には介入が相応の役割を果たすと指摘されている。つまり，価格暴落
に対処する価格変動防止機能の活用にほかならない。すべての介入政策
が廃止されるというわけではないから当然の措置である。在庫増加は価
格回復のペースにマイナスの作用をもたらすとしても，価格の下方軌道
（the downward path of prices）を緩和させることができたとされて
いる。セーフティー・ネットとして必要な措置であろう。市場のファン
ダメンタルズの変化と酪農改革の穀物価格政策に比較しての１０年の立ち
遅れが酪農危機を生み出したとの見解が提示されている。この事例は突
発的な価格暴落に価格変動防止機能に純化した価格政策が適用されたも
のと判断してよい。そこにはまた，生産から流通段階におよぶ酪農供給
連鎖（dairy supply chain）の機能に関わる問題がある５）。
３はその問題に言及する内容となっている。３の小見出しは「農民が
受け取る価格シグナルは円滑に機能する供給連鎖を必要とする市場から
来るべきである」となっている。先に指摘した酪農部門の経験は酪農供
給連鎖の機能における興味深い問題を明らかにしたとの意見が開陳され
る。２００８年に鋭利な価格下落が生じた。その際，この価格下落は消費者
レベルでの酪農品低価格につながったわけではなかった。普通に考えれ
ば，消費者価格の低下が生じても不思議ではない局面である。そのため
酪農製品への需要増がもたらされなかった。結果として価格回復のペー
スが鈍く，牛乳生産者への悪影響が生まれるという負の連関関係が発生
５）供給連鎖は原語どおりサプライ・チェーンともいわれる。内容的には川上の
生産部門から川中，川下の流通業者を介して最終消費者に至る様々な経済活
動を総称し，「供給業者，顧客，関連流通業者が必要な情報を共有し，生産，
販売，配送，在庫，情報処理等の計画を調整し，一貫したモノの流れをつく
りだす目的のもとで高度に統合されたロジスティックなシステム」であると
定義されている。生源寺眞一『新しい米政策と農業・農村ビジョン』家の光
協会，２００４年，２１０頁。
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することになった。これは川中の流通部門や食品産業が付加価値の増大
と利潤増を推し進めたからである。そこで消費者に還元されえない問題
が生じた。それに対して農業部門は付加価値のシェアを低下させ，農業
所得を維持するのに努めねばならなかった。ここには食料供給連鎖に伴
う透明性の明確な欠如という事実があったとの判断が示される。これが
市場のシグナルを受けてすべての市場関係者が供給連鎖に沿って活動す
ることを阻害し，市場の機能性が適切に働くことを妨げたという。
価格伝達（price transmission），交渉力，透明性に関連して食料供給
連鎖に問題があることは明瞭であるが，問題の度合いを分析的に決定す
るのは困難であると指摘される。たとえば，価格伝達は評価，説明し，
見通しを立てるのが難しい複雑な現象とされる。価格伝達は川下の食料
価格における農産物の限定された割合，生産者および卸売業者にとって
価格変化に起因する調整コストや制約，市場関係者間での長期契約と
いった要因により影響されるかもしれないが，そもそも価格伝達は供給
連鎖の各段階，加盟国間，酪農製品間で高度に多様である。高度の可変
性はこうしてヨーロッパを通じての市場構造と食料供給連鎖の多様性を
反映しているから，価格のシグナルが単純に発せられない仕組みになっ
ていることになる。価格シグナルはその意味で緩慢で限定されており，
非対照的なのであり，ここに重大な陥穽のひとつが存するとの結論づけ
がなされるわけである。
４「新しい手段――より良き解決か――」では農産物市場の過度の変
動が将来にわたり経験しそうな現象であるとの見解が披瀝される。その
場合，３つの動向が挙げられる。第１に，グローバルな農産物市場と金
融市場のますますの一体化であり，農産物価格は投機的な活動にさらさ
れながら金融市場において発生する事態にかなりの程度左右されるとす
る。第２に，エネルギー市場と農産物市場との緊密な結びつきがあり，
これはとくにバイオエネルギー需要に関連してくる。第３に，気候変動
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の影響からくる不確実性であり，これが有する農業生産への意味合いが
問題となってくる。いずれもこれまで浮上していなかった近年の変化で
あろう。市場のこれら変動要因は政策専門家に対して農業所得の安定の
課題とも関わって新たな解決策を模索させずにはおかない。これはとく
に食糧確保にまつわる問題だという意見である。
こうしたリスク要因に強く作用するのは作柄の豊凶である。在庫の役
割がそこで強調される。地域的およびグローバルなプール化構想がリス
ク緩衝として提示されてくることになるという発想が示される。これは
推測するに価格暴騰に対する在庫政策の展開であり，価格暴落とは対照
的な価格変動防止措置である。国際的な比較において食糧確保の安定水
準を保持しているヨーロッパでも農業生産に結びつくリスク要因にます
ます関心が向けられるようになり，農民がこれらリスクに対処する一助
となるべく公的な役割が重要視されているといわれる。これにはヨー
ロッパだけでなく，世界のその他の地域での着実な食糧確保を保つこと
につながらねばならない目的が盛り込まれるとする。
それと同時にCAPの焦点は農産物価格支持から農業生産者支持にシ
フトしてきたという。天候条件と結びつく農業生産の物理的なリスクは
不確実性を増大させ，この不確実性は気候変動がますます明瞭となるに
およんで悪化してきたとの位置づけである。干ばつ，洪水，ひょう・霜
害などには生産保険が適用されうる。単一作物への収入保険が一般的で
あるが，多様な作物への多種収入保険が発展しつつある現状が指摘され，
家畜疫病保険もまた有用になっているとされる。保険は農民が長期の経
営計画を講じさせる有効な手段をなし，これはとくに生産の脅威が迫っ
ている時期には安定した所得水準を確実にする。２００８年健康診断改革
――欧州委員会は健康診断を改革として扱っている――におけるCAP
への保険援助（insurance subsidies）の導入は以上の動きを助長するこ
とになる。
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とはいえ，市場価格の変動のような事態に接合するには収入保険が十
分に展開されているわけではない。先にも述べたように，投入コストの
増加はますます厳しい所得問題を生み出しているが，コスト側からもた
らされる収入圧迫要因には十分対処されていないので，市場価格の変動
を考慮に入れての全体的なアプローチが必要とされる。カナダで適用さ
れているような所得安定化政策（income stabilization tool）のアプロー
チが参照されるべきという６）。これはあくまでも緑の政策と整合的であ
ることが要請されるからWTO農業協定に従って補償は３０％以上もの所
得低下に見舞われた農民に最大限７０％に限定されるとする。所得安定化
政策は農民所得安定が目指されるとすれば将来における興味ある選択と
なりうる。それは過度の所得変動を最小化する手段にほかならない。適
用されるケースは事実上稀でしかありえないが，農民所得が減少傾向を
持続させている現在，顧みられる政策手段のひとつであるとみなされる
という判断である。その点に関連していえば，この手段はあくまでも一
定程度の所得補償をするものなので，その場合には直接支払いがより有
効な手段であると位置づけられてここで再度直接支払いの意義が強調さ
れることになっている。
こうして，価格政策のなかに生産保険援助の概念が導入されたうえで，
直接支払いをメインとし，所得安定化政策をサブとするような所得安定
対策が構想されている。特殊例外的な所得減少に対して所得安定化政策
に適用されるものの，所得定義に詰めなければならない点があり，なお
６）緑の政策における収入支持とは，価格支持の効果がないこと，公的資金
による政策であること，３年または５年における農業所得７０％の補償であ
ること，生産に結びつかないこと，価格と連動しないことを要件として
いる。この要件の厳しさをクリアしているのはカナダの農業所得安定化政策
だけである。服部信司『WTO農業交渉―主要国・日本の農政改革とWTO提
案―』農林統計協会，２０００年，１３３頁。この厳しい要件をクリアしているもの
としてブリーフはカナダの農業所得安定化政策を材料として持ち出してきた
といってよい。
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問題提起されているにすぎないとみるべきであろう。これが義務的モ
ジュレーションの引き上げられた現状に照らして妥当性を有するかどう
かは議論の余地があるとしなければならない。そうでないと単に変形し
た所得補償の新型導入という非難が生じるのは不可避である。CAP改
革の健康診断では農民に新たな挑戦課題が提示されており，この問題は
こうした動きとの絡みで議論される必要があろう。新機軸として収入保
険のような特別の所得激変緩和措置が講じられるとしても慎重のうえに
も慎重を重ねてその運用が図られねばならないことになるのではないの
か。
最後の５「生産者価格と農民所得を安定化させる将来の手段に関する
論議」ではブリーフ№３のまとめがなされる。将来のCAPに関するパ
ズルを解いていけば，農民が経済的状況を改善させて所得変動に対応し，
それにより世界的な食糧確保に貢献するべく新旧の価格政策間の適切な
バランスをとらなければならないと締めくくられる。農民が相対的に安
定した所得水準を保持することは持続的な農業生産と競争力維持にとっ
て重要な条件となる。
セーフティー・ネットは価格が崩落する場合には一役買うが，介入は
もはや農産物の構造的な捌け口としての伝統的な役割を果たさない。投
入コスト増の反面で介入価格が低い水準に据えられているなかでは介入
は農民所得を支持するという伝統的役割をもたないとの意見である。最
低価格支持制度の転換と価格変動防止機能への特化が核心的内容として
強調されていたことは先に論じたとおりである。そこで，所得支持は別
の経路を通じて与えなければならないとの判断が示される。ひとつは固
定された支払いを中心的な内容とするデカップルされた直接支払いであ
る。このブリーフではこれが基礎的な所得支持と形容されていた。農民
所得が市場変動から独立性を保つのでいかなる変動も緩和される。もう
ひとつは４で取り上げられた所得安定化政策である。この政策は全般的
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な所得支持を提供するものではなく，特殊例外的に大幅な所得低下に喘
ぐ経営困難な状況に置かれた農民に対する緊急措置である。それゆえ支
援対象として照準の絞られた特例措置ということになる。こうした制約
が付されているが，この絞り込み自体が安定化政策運営の複雑さを増大
させると指摘される。したがって，この場合には既存の所得支持手段に
対する適切な補完となりうるかどうかの費用便益関係が考量されねばな
らないとの見解が示される。そこにはクリアされるべき厄介な問題点が
随伴しているとみなさなければならないといえよう。これからの検討課
題が提示されたものといってよい。
とはいえ，以上のようなハードルを克服してもなおそこにはより重大
な問題が存在する。すなわち，所得支持に向けた新たな試練に対処する
には加盟国間，部門間での相違が大きいので，政策ツールはEU全体を
通して一様ではありえないという政策的ジレンマがそれである。そして
それとは別の選択肢を提示することはヨーロッパの農民の間における全
体的な競争力の向上につながる可能性があるとの最終的な指摘がなされ
る。この場合，政策的ジレンマというのであればそれは当然であるが，
所得激変に見舞われる農民や地域は異なることが当たり前である以上，
政策的ジレンマといえるかどうかは議論の余地があろう。ここでは最大
公約数的な対策が用意されているので十分ではなかろうか。具体的な運
用については個々の事例に委ねるほかなかろう。それにしてもEU農民
の競争力向上につながるような底上げの処方箋づくりが度外視されない
事情が最終箇所から窺われるものになっている点は留意されねばならな
いであろう。
 農村開発政策の将来
№４のブリーフでは農村開発政策の将来が取り上げられる。周知のよ
うに，農村開発政策はアジェンダ２０００農政改革においてCAPの第２の
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柱として位置づけられ，第１の柱である価格政策と並んでCAPの屋台
骨を構成するようになった。酪農改革はなおも立ち遅れていたが，もう
ひとつの保護の横綱格である穀物価格政策の改革が区切りを迎えるとい
うかたちで価格政策の合理化が極限に達することとなり，代わって空間
的な誘導政策である農村開発政策の振興が農業政策の表舞台に登場して
きたのである。アジェンダ２０００農政改革はこの点で重要な転換点を記す。
このブリーフはそうした歴史的転換を受けながら農村開発政策の今後を
占うものになっている。
気候変動，資源効率性および地域的バランスはEUの今日的課題のな
かで熱い視線を浴びるものになっているとの指摘が最初に示されている。
そのうえでこれらすべての問題は，さらにはより多くの問題はCAPの
第２の柱である農村開発政策により対処されるとの課題が披瀝される。
農村開発政策はCAP予算の２０％を占めてCAP第１の柱である直接支払
いや市場手段とともにEU全体の持続可能な農業とダイナミックな農村
地域の支援に動いているとの現状認識である。そうした現状認識の延長
線上にブリーフの基本課題が提示される。今日の農村開発政策の役割と
は何か，そしてそれは将来にわたる農業と農村地域にとっての試練にい
かに最善な対応を採りえるのかという問いかけがそれである。この問い
かけはより立ち入っていえば，政策がいかなる優先度を設定すべきであ
り，そしてその手配（delivery）――政策実施手順のEUレベルから各
国レベル，そして地域レベルへの段階的整序――がいかにして改善され
うるか，最後に将来の農村開発基金はどのように配分されるべきなのか
といった内容となっている。
以上の議論から農村開発政策の守備範囲が近年になって顕著に拡張さ
れているのがわかる。気候変動への言及はその端的な一例にほかならな
い。この課題は健康診断においてCAPの新たな挑戦として取り込まれ
たものである。またそこには「農業あっての農村社会であり」，「農村社
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会あっての農業である」との考えが貫いている。資源効率性や地域的バ
ランスはその考えを象徴するキー・ワードである。そうした基本的スタ
ンスに立って農村開発政策の今日的役割が改めて吟味され，将来におけ
る政策的対応如何が方向づけられるとの道筋が案内されている。農村開
発政策はその意味でCAPの不可欠なEU全体におよぶ共通の基盤をなし
ているといってよい。農村開発政策の本格的展開によりCAPの一国化
回帰（renationalization）を危惧する意見が出されるが，ここで方向づ
けられているのは共通農村政策である。具体的な実施の段階では地域の
ボトムアップ的充実が不可避であるにしても共通遵守ルールの策定がそ
の前提とならざるをえない。そのようなものとしての農村開発政策なの
である。
１の「CAP内での農村開発政策の役割」ではアジェンダ２０００農政改
革の下で農村開発がCAPの第２の柱になった事実がまず挙げられ，た
とえば条件不利地域対策といった様々な構造・地域措置を共通の傘下（a
common umbrella）に収めることになった経緯がられた後に農村開
発政策が農業構造調整を支援するものからより広い農村的脈絡において
農業経営の多面的役割を反映するものへと漸次進化してきたとの内容変
化が強調される。その意味で今日農村開発はEU全体におけるすべての
農村地域の持続的な発展にとって「完全に成熟した統合的な政策」（a
fully fledged integrated policy; a comprehensive policy）なのである。
この共通農村政策であるという位置づけは決定的に重要視されねばなら
ない。
農村開発政策を資金面から支援する体制が出来上がった。２００３年フィ
シュラー農政改革において導入された義務的モジュレーションである。
直接支払いから引き出される追加的財源調達の途が切り開かれた。この
動きは健康診断においてなお加速した。というのも，気候変動，生物多
様性，水資源の管理，再生可能なエネルギー，革新，酪農再構築といっ
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た一連の新しい挑戦が農村開発政策の課題群に加わったために追加的財
源比率が強化されたからである。モジュレーション比率が５％から１０％
に引き上げられたことは記憶に新しい。そこでEUレベルでの共通な優
先度を設定する戦略的ガイドラインの枠組みにおいて加盟各国は自らの
領土内で政策形成の責任を負うことになる。加盟各国が構想し，共同出
資する農村開発プログラムを多年度計画に従って運営する。２００７年から
２０１３年にかけて９４の地域，国家プログラムが用意されているという。
それらは４つのアクシス（軸足）にまとめられている。アクシス１は
競争力に関わるもので，農場投資，生産者グループへの支援，訓練行動
などの農業の競争力を向上させることに主眼を置く。アクシス２は環境
と土地管理を内容とし，環境と田舎を改善することを中心とする。エコ
システムサービスの提供に携わる土地管理者を補償する農業環境措置が
これに該当する。アクシス３は農村生活における経済的多様性と生活の
質を振興することに力点があり，農村住民への基礎的サービス，企業創
出と開発がメインの内容となる。アクシス４は地域的に統合された戦略
により地域活動家を動員するべく地域活動グループ（Local Action
Groups）にもとづいた水平的なボトムアップ型のリーダーアプローチ
（LEADER approach）を指す。その場合，それぞれのプログラムでの
目的遂行を確実にするためにアクシスあたりの最低支出必要額が設定さ
れており，その結果は共通監視評価枠組み（a common monitoring and
evaluation framework，CMEFと略記）下で評価づけられることになっ
ている。政策の基金となっているのは欧州農村開発農業基金（European
Agricultural Fund for Rural Development，通称EAFRD）である。プ
ログラムと組織ともに体系化されているのが特徴である。アクシス１か
ら４まではこれまでもつとに指摘されていた事柄であり，１の小見出し
の下に改めて確認されたといいうる。
ところで農村開発政策は以上の組み立てを有しているが，第１の柱で
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ある価格政策とCAP目的に沿うかたちで相互に補完関係にある。すな
わち，農村開発は価格政策の改革によって生じる構造調整の必要性に対
応しているという関係がそれである。経済開発の全般的水準が低ければ
低いほど農業構造調整の必要性は高くなり，当該加盟国の農村開発要請
は高まるというわけである。農村開発政策において提示された構造措置
は第１の柱における全般的な所得支持を補完し，農村地域での別の雇用
機会をもたらす。ここに関わっているのはアクシス１の競争力である。
競争力は構造調整を前提にするから担い手の重点化につながる。担い手
の重点化はコインの裏面としてカントリービジネスの多様な展開を促す。
これはアクシス３の農村地域における経済的多角化と生活の質の向上に
も連動してくる。またアクシス２と関わることであるが，より的の絞ら
れた環境的措置は農民に対して第１の柱である義務的要請をさらに推し
進める材料となる。ここでいう第１の柱の義務的要請とはクロス・コン
プライアンスのことと推測される。土地管理の改善が唱えられているわ
けで，先述した資源効率性の点と絡んでくる。
このように，農村開発政策は第２の柱として自立しているとはいえ，
他の政策事項との関連を抜きに独自な展開をみせているわけではなく，
要約すれば第１の柱と連関関係に立つばかりでなく，農村開発政策内部
での各アクシスとも有機的な関係性を保持する内容となっている。ここ
に今日の農村開発政策の真骨頂があるといってよい。
２の「農村地域にとっての試練と農業の役割」に入ると，ここでは農
村のEU社会に有する意味合いと農業の位置が関係づけられる。EUにお
いては農村といわれる地域は地理的範囲の９０％以上におよび，人口の過
半を占めるという具合である。そのなかで農村地域が保持する最も重要
な資産は自然資本（natural capital）であり，それを代表する土地が大
きく農業管理下にある。したがって，農村地域の農林業は事実上エコシ
ステムの管理を委ねられており，その結果として農村景観の維持に貢献
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し，生物多様性の喪失に取り組むことや気候変動を緩和することに多大
な貢献をおこなっている。この点に関して，多数の農村が広範囲におよ
ぶマクロ経済的かつ人口統計学的動向と気候変動の試練といった農業外
の要素により影響を受ける度合いが増しているにもかかわらず，農業は
EU農村経済にとって重要な地位を維持し続けている。先に述べた「農
村あっての農業であり，農業あっての農村である」という表現が生きて
くるわけである。このような表現は第１次産業部門が付加価値の５％，
雇用の１６％を占める純農村的な地域や構造調整が進行中の新規加盟国に
はとくにあてはまるといわれる。
ここから農業の役割が検討される。そうした農村地域の農業外経済活
動，たとえば食品加工，ツーリズム，貿易といった活動と強い結びつき
をもっている。それは農民の３分の１が農業外で収入を上げている兼業
の実態があるにしてもそうだというのである。農業は人的資本，インフ
ラ，基礎的サービスにとって活力ある農村地域をもたらしているし，そ
うした農村地域に立脚している。多くの農村地域において若年層が流出
している事態を考えれば，人的資本を引き寄せ，開拓することは不可欠
なのである。これは先進資本主義国の農業が共通に直面する課題にほか
ならない。農業を若年層にとって魅力あるものにしていかなければなら
ないという担い手問題につながる問いである。農業がカントリービジネ
スの興隆につながる見地が披瀝されているだけでなく，農村経済の多角
化を介した農村開発の進展が強調されている。農業は農村開発に依拠す
るのみならず，それを促進するという相互の関係性が着目されねばなら
ない。
そうした点からEU農村地域像は多様化し，これは連続的なEU拡大の
結果でもある。そのなかで若年層の流出や耕作放棄といった衰退に向か
う農村地域もあれば，最も活力に満ちた農村地域もある。以上の多様性
を帯びつつ，共通しているのは農村地域がおしなべて今日重大な経済的，
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環境的，地理的な試練に直面している事実である。しかも農村地域は都
市地域よりも５０％近く所得が低いので不安定な経済状況のさらなる悪化
という経済危機の渦中に置かれている実態は否定しようもないという。
しかし暗い材料ばかりが立ちはだかっているわけでもない。先に述べ
た農村地域の資産の増大に向けて新たな可能性を切り開く食品の質や多
様化，農村アメニティを求める消費者からの期待が確実にあるからであ
る。新たな市場ニーズにどう応えていくかどうかが問われているわけで
ある。その意味では重大な試練が事態を覆っているというのは事柄の半
面であり，もう半面では将来に向けての機会が十分にあるということな
のだ。消費者のニーズを的確に把握して需要創出の機会を生かすことが
肝要となろう。農業はそうした変化する農村地域のなかで活力を維持す
るのに重要な役割を果たすことになる。とくに農村開発政策のほとんど
において重要な目的と認識されている公共財の提供という点に関しては
その果たす役割は極めて大きいものがあるといってよい。公共財の提供
がカントリービジネスの展開にとってとりわけ大きなテコとなりうる可
能性からいっても農業のもつ意味合いには想定以上の重みがあるといわ
ねばならないであろう。
３の小見出しは「農村開発政策対応」であるが，ここでは２０１０年に欧
州委員会により提案され，欧州理事会で採択された新成長戦略「欧州
２０２０戦略」との関連で農村開発政策がその戦略にいかに貢献するかが中
心に論じられる。極めて直近のテーマとの関わりが扱われている。農村
開発政策の将来に関する論議は欧州２０２０戦略および次期財政展望の予算
的枠組みと結びつくというのが欧州委員会の判断である。欧州委員会に
よれば，これはまさしく農村開発政策が独立して展開されるのではなく，
直接支払いや市場手段の変化を考慮に入れなければならないものだとい
う。政策的脈絡からいってもそう認識されている。
農業と農村地域が抱える多様な試練に直面して農村開発が目指すのは，
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農業競争力の向上，自然資源の持続可能な運営の改善，EU全体におよ
ぶ均衡のとれた開発促進である。これは本章の冒頭における基本的な問
題意識の箇所で触れた事柄である。そこで農村開発政策をより広い視野
で捉えるとすると，EUの優先度，とくに賢い，持続可能な，包括的な
欧州２０２０戦略との関連で最善の事項がいかに確実なものとなるかという
根本的な問いかけが出てくるとされる。
農村開発政策は賢い成長（Smart growth），持続可能な成長（Sustain-
able growth），包括的な成長（Inclusive growth）とどのような有機的
連関性をもつと考えられているのか。この点が上述の根本的な問いかけ
へと導かれてくる。第１に，賢い成長には革新とスキルを支援し，グ
リーンテクノロジーとその研究への着手といった面で，第２に，持続可
能な成長には食糧・飼料・再生可能な生産基礎を維持し，かつ環境的な
公共財を提供するべく資源の効率性を高めること，さらには炭素隔離を
向上させると同時に二酸化炭素の排出を削減し，バイオエネルギーを開
発すること，最後に持続可能な土地管理を確実にし，生物多様性の喪失
に対処することの３つで，包括的な成長には地域的に潜在力のある多角
的な農村経済の途を用意し，地域市場と雇用を発展させること，農業再
構築に随伴する別な機会を切り開くことでそれぞれ貢献するという。そ
れは気候変動や資源への別の圧力に対処しながら資源効率性を高めてい
くような政策対応に収斂するし，農村開発政策の将来に関する論議も以
上をめぐって展開されるものとする。
こうした観点に立てば，革新を育成すること，気候変動に取り組むこ
と，農村経済の潜在能力をフルに動員することは農村開発政策のすべて
の目的を横断する最優先度と位置づけられることになる。農場投資ひと
つ取ってみても，グリーン投資あるいは新たなテクノロジー投資へ優先
度が置かれるのかといった問いが生じてくる。農村開発政策の現在の
ツールは極めて包括的であるから，新たなツールを創り出すというより
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は既存のツールとEUの優先度を整合させることが課題になる。ここで
重要なのは，農村開発政策が資源効率的なEUに多大な貢献をおこなう
が，それは農民に対して公共的な課題を背負わせるという方向性が示さ
れている点である。農業経営はかつてのような無制限な生産の自由を与
えられるのではない。農村開発政策が農村経済の活性化を中心内容にし
ながら，濃密な公共性をアピールする欧州２０２０戦略に密接な連関を有す
ると想定されているのは以上の脈絡において理解されよう。その点を踏
まえて政策的対応の効率性や有効性が問題となってくる。
効率的で有効な政策とは農村開発政策の将来に関する論議において繰
り返し主張されてきたテーマであった。政策優先度を確定することは事
柄の半分にすぎず，政策優先度をどうやって実効あるものにしていくか
という手配がもうひとつ片づけるべき事柄となる。具体的にはEUレベ
ルでの戦略的枠組みを明確にすることから加盟各国の国家プログラムの
策定へと移り，次いで地域［地方自治体］行政（local administration）
に実施を委ねる手順が整えなければならず，地域行政の地点ではトップ
ダウンではなく，ローカルグループによる構想立てといったボトムアッ
プアプローチが不可欠となる。この点に関しては将来における政策的選
択とその評価表示を通ずる信認度の向上にもとづく政策の影響を把握す
る必要があるとされる。結果指向的アプローチ（an outcome oriented
approach）に対する支出と距離を置く要請はEUレベルでの明確な目標
に随伴しながら欧州２０２０戦略との連携を生み出してくることになる。
その点でCMEFの改善が進行中である。欧州農村開発ネットワーク
（European Network for Rural Development, 通称ENRD）は情報と適
切な実践を収集，分析，普及させる目的にとって農村開発の領域で活動
する国民的ネットワーク，組織，行政機関を結集する。ネットワークは
経験と知識の共有にとっての討論の場として有用な手立てとなる。その
場合，地域の潜在能力を動員する統治とネットワーク活動の改善と並ん
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で相乗効果を最大化し，受益者と行政機関の作業を容易にする別の基金
との協力をいかに改善していくかが重要となる。有効な政策的手配
（policy delivery）は政策対応に的を絞り，なおかつ弾力性をもつもの
でなければならない。そうしながら受益者と行政機関の負担の軽減に努
めることになる。
政策は妥当な資金充当によって支えられる必要があるが，ここでは目
的と手段が確定すれば第１の柱と第２の柱の間の均衡が容易に達成され，
現在実施されているモジュレーションシステムは将来的には不要になる
という。筆者にはモジュレーションなしで農村開発資金が捻出できるか
どうかは正直言って疑問である。ここでの議論はそこまで立ち入ってい
ないから明確ではないが，様々な基金が探り出される必要があるとの指
摘はある。この面からの資金充当が目指されていると理解はできるとし
ても議論の筋道はいまだ不分明であるとしかいえない。
この指摘の箇所の前では直接支払いについて言及されている。すなわ
ち，直接支払いが現在歴史的考慮にもとづいて分配されているが，これ
からの政策的目的を基礎にしてヨリ客観的な基準で活用される内容が構
想されねばならないとの意見が表明されるのである。これはボンド・ス
キーム構想に特定されないにしても直接支払いに関して何らかの改変が
なされる方向性を示唆するものではないのか。ブリーフではこの点も明
示されていないから早計な断定は控えるほかないが，留意されるべき点
ではあろう。基金といっても総花的に挙げることは簡単だが，そこには
限界があり，結局は直接支払いのあり方が問われることになるであろう
というのが筆者の判断である。公共財の提供とリンクさせることが現時
点で不動の方針になっているとしても，上述した点からブレの兆しがみ
られないでもない。
いずれにしても，農村開発政策の振興についてはCAPの総体的目的
が重要視されるべきだとの認識がはっきりと示されている。そのうえで
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優先度の確定，有効な政策的手配，適切な資金充当の三者が三位一体の
関係において強調されている。これがこのブリーフにおける最終結論で
ある。筆者としてこの点に異論はないが，欧州２０２０戦略とCAP改革の
進展が新たな関係性を有する局面に入ったことには着目しておかなけれ
ばなるまい。
おわりに
ここでは「はじめに」において論じたように，総括ブリーフと認識さ
れうる№１ブリーフを取り上げて本稿の締めくくりをおこなう。各論に
ついては立ち入って議論したので各論で言及した論点がどのような順序
と関連にもとづいて展開されているのかを俯瞰しながら，若干の展望を
付け加えることにしたい。
総括ブリーフの副題はすでに述べたとおり「市場介入から政策革新ま
で」となっており，ブリーフ各論の展開とは順序が逆転して価格政策に
関わる面が最初に言及されている。その点に注意を払って議論を進めよ
う。CAPは農産物価格支持から決別して生産者所得支持と農村開発政
策に力点を移してきたとし，現在の目的と手段が将来において改変され
る必要があるのかどうかは農業政策の領域で熱い視線を浴びることに
なっているという。すなわち，次のような問いかけである。市場が不安
定であるとき農業部門と農村経済の安定につながるにはどうしたらいい
のか，支持の平等な配分と効率性がいかに確保されるのか，そして環境
や田舎の維持に関する挑戦がどのように扱われるのかといった点である。
これはこのブリーフの冒頭に示される基本的な問題意識にほかならない。
市場の不安定がまず問題とされていることに注目すべきである。
CAPは１９９０年代初め以来大きな変容を遂げてきた。CAPのねらいと
するのは経済的，社会的，環境的観点から持続可能な農業生産を確実に
する点にあり，それが現実であるという。CAPによって支えられてい
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るのは生産者価格，生産者所得，農村開発である。これら３つの政策は
相互に関連し，持続可能性は３つの政策の能力を合体させることにある
と指摘される。たとえば，直接支払いが基礎的な所得支持を与え，その
ことを介して基礎的な公共財の提供につながるという連関が一例である。
農村開発が構造調整を推し進める要因となる一方で追加的な公共財の提
供を促すということもいま述べた事例に加わってくる。CAPの連続的
な改革はそうした目的を達成するのに有用な手段をもたらす効率性の改
善につながってきた。
このような改革のなかで目指されたのは市場指向の深まりであり，生
じてくる社会需要への適応であった。改変の推進力はここにあるとされ
る。かつては市場のシグナルではなく公的インセンティブにより生産過
剰が生み出され，財政支出増が問題となってきたが，こうした財政的圧
力，農民と社会からの変革の要請がCAP改革に連なってきたと論じら
れる。CAPが今日農民所得を直接に支持することに焦点を定めたのは
まさしくその帰結にほかならない。農民が市場のシグナルから隔離され
てきたことが生産過剰の弊害をもたらし，コストがかさむ非効率的な手
法で農民の生活水準を維持することになった。農民に市場のシグナルを
送ることが不可欠となり，市場手段はそこで市場セーフティー・ネット
（market safety net）に向けて用いられることになる。言い方を変え
れば，これは市場原理の活用そのものである。価格政策の歴史的変質が
含意されていよう。
ここでは介入価格は低い水準に据え置かれ，現実の危機においてのみ
発動されることになる。価格変動防止機能への純化が意味されているこ
とは疑いない。介入政策は廃止されないが，これは従来のように農民を
無制限に支えるものではなく，農業が天候に左右される産業であり，そ
のために生産の極端な豊凶による暴騰，暴落に備えなければならないか
らである。農業が有するビジネスの不確実性（business uncertainties）
千葉大学 経済研究 第２７巻第１号（２０１２年６月）
（３７） ３７
には最小限の防御策が講じられねばならないことはいうまでもないこと
である。介入政策がセーフティー・ネット機能へと変質することもまた
不可避なのである。財政支出の様変わりはこうした変容に伴って生じた。
かつてEU農業予算の９０％以上が価格政策と輸出補助金に支出されてい
たが，２００９年には１０％にまで激減している。世界市場価格へのさや寄せ
により在庫ストックも減少し，貯蔵コストも縮減するという連関が生じ
てきたことは周知の事実であろう。また，貿易歪曲的な措置からの決定
的な離反がなされてきたと強調されている。農民の生産決定はいまや市
場需要にもとづくようになっているとも指摘される。農業をめぐる環境
はここ２０年で劇的に変化したことになる。独特の言い回しにはなってい
るが，価格政策および関連政策が価格変動防止機能へと変わった点が表
現されているのである。
１９９０年代初めにおける支持価格の引き下げは農民にとって可能性のあ
る所得喪失を意味したから，直接支払いというかたちでの所得補償がな
され，それはカップルされた支払いであった。これが市場指向の第１歩
であった。支払いが面積や頭数にリンクしているかぎり，農業部門にお
ける構造変化の進展を妨げるものであった。そこで市場指向の動きが
２００３年農政改革においてさらに加速され，直接支払いのほとんどはデ
カップルされることになった。支払いは歴史的な援助受け取り（histori-
cal subsidy receipts）にもとづく受給権と結びついた。デカップルされ
た直接支払いは農民にとって基礎的所得支持となる。農民所得のその他
の部分は市場により決定される。市場のシグナルが重視される所以であ
る。それだけにとどまらない。直接支払いのクロス・コンプライアンス
との結合により直接支払いは基礎的公共財の提供に寄与する。WTOに
おける農業支持措置の仕分けではこの支払いは緑の政策に入ることにな
る。したがって，デカップルされた支払いは農民に最低限の収入を保証
すると同時に安全で質の高い食糧の生産を促すことにもなるという。
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２００８年健康診断合意の帰結として２０１０―２０１３年には直接支払いが６９％，
市場措置７％，農村開発２４％になると算定されている。ある種の所得支
持なしにはEU農民は営農にとどまることはできないというのが農民所
得の趨勢から導かれる結論であると指摘される。それだけ農民所得はそ
の他の産業部門に比較して相対的低位にあるとされる。それゆえ，支持
なしのままでは生産水準が落ち込み，地理的，環境的生産均衡が影響を
受けずにはいないことになる。そうなると農業生産が最も競争力のある
地域に集中し，経済的，社会的，環境的負の結果がもたらされる。そこ
に直接支払いの明白な根拠があり，その証左として基礎的公共財の提供
が裏づけられるとする議論につながってくるのである。
農村開発政策の意味合いもそこから出てくる。農村開発改革はCAP
改革過程の全体的な一部をなし，EUレベルで設定された戦略的目標を
伴う共通政策（a common policy）なのである。その詳細についてここ
で繰り返す必要はあるまい。共通農村政策が展開されている点に注意す
れば十分である。決して一国化回帰を懸念すべき事柄ではない。筆者か
ら判断すると，価格政策の改変，直接支払いの内容転換から導かれた空
間的誘導政策なのである。その政策を補強するものとしてモジュレー
ションが第１の柱と第２の柱の間の再分配のツールとして打ち出された
のである。このブリーフではこのように位置づけられている。したがっ
て，モジュレーションが不要になるとの各論での意見と衝突することに
なる。農村開発政策の資金捻出にとってそれは現行では不可欠であろう。
ここでの最終結論として次のことが指摘されている。すなわち，
CAPは進化し続けること，農業政策の必要性には広範な合意が存在す
ること，CAPの共通性は維持され，共通政策がEU農業の地理的，環境
的均衡を与えること，市場手段，直接支払い，農村開発は三位一体の関
係にあり，いずれも単独では存立しないことの４つである。これが総括
ブリーフで貫かれる主張にほかならない。それとの関連で最後に指摘さ
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れるのは，CAP予算の大半が直接支払いに費やされ――一部はモジュ
レーションにより農村開発に回されるが――，市場支持は最小の割合を
占めるにすぎないとしたうえで，将来のCAPを定式化する際の目的を
考えると，市場手段，直接支払い，農村開発の３つの政策間における支
出分配は不可避的に論議の一部になることである。政策論議の一層の活
発さが待望され，そこに新たな政策革新の余地が出てくるということな
のであろう。
以上のように，農業政策展望ブリーフスは直接支払い，価格政策，農
村開発政策に関して将来を見据えた論点を提示している。CAPの構成
が第１の柱と第２の柱から成っていることからみてこれら三者への言及
は当然であるが，そのうち価格政策の内容はおよそ確定済みであるので，
そうすると焦点はやはり直接支払いと農村開発政策ということにならざ
るをえない。前者はCAPの第１の柱のなかでいまや根幹部分となり，
CAP予算の最大支出項目になっているから，農業財政縮減圧力を最も
受ける領域である。この農業財政縮減は２０１４年CAP改革の最大テーマ
となるはずなので前者への影響ははなはだ大きい。また，後者の資金捻
出策として前者に対するモジュレーションが講じられている点からみて
前者の帰趨には等閑に付せないものがある。後者に関しては現時点では
基礎的公共財の提供と結びつけられており，公共財の中身がグローバル
な課題として展開されようとしている内容と重なっている関係で普遍性
を帯びる仕組みとなっている。いわば，地球的規模で解決を迫られてい
る問題に対してCAPが責任分担する体裁を取りつつある。したがって，
農業・農村の多面的機能論に緑の政策入りを展望して拡がりと深さが与
えられようとしていることは明らかである。後者のボトムアップアプ
ローチがこの面で積極的に貢献するとの位置づけがなされているのであ
る。前者と後者が有機的に連関していることも疑いない。
これに価格政策のスリム化が加われば三者は相互に有機的な連関関係
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に立っていることになる。２０１４年CAP改革の見取り図はこの関係性を
前提にして描かれる。「はじめに」において述べたように，農業政策展
望ブリーフスは健康診断と２０１４年改革との橋渡し的な役割を果たす位置
関係にあるといってよい。ブリーフスはこの点で改革見取り図を前倒し
で提示する前提作業としての意義を有する。少なくとも欧州委員会から
そう判断されているとみて間違いない。したがって，今後の改革の行方
如何によっては直接支払いと農村開発政策の実施の関係性からみてボン
ド・スキーム構想が陽の目をみることなく政策選択肢からはずされると
観測することはいまだ時期尚早であろう。この構想は制度の見直しを繰
り返さない持続性のある制度としては一貫した内容を有している。
CAP改革の極点にこの構想をみることはなお可能である。それは直接
支払いが農業内部の調整であるかのように外見しているのに対し，この
構想には所得分配の問題を農業だけに局限しない是正方向があるからで
ある。ブリーフスにおいて直接支払いの廃止の意見が取り上げられたの
はそれだけの重みがあると考えられる。いずれにしろ，煮詰めるべき多
くの論点が問題提起されていることは間違いない。
（２０１２年２月２７日受理）
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Summary
Argument over the Future of the Common Agricultural Policy
――Focused on Agricultural Policy Perspectives Briefs――
Hiroyuki FURUUCHI
This paper aims to clarify the contents of Agricultural Policy Per-
spectives Briefs as presented by the European Commission which ex-
amined the future of the Common Agricultural Policy. Agricultural
Policy Perspectives Briefs were presented in order to survey an
overall overview of CAP reform after２０１３. They are taking over the
contents of Health Check reforms in November２００８. There are four
Agricultural Policy Perspective Briefs, no.１, no.２, no.３, no.４. No.１
Brief is located as conclusion remarks following the detail analyses of
no.２, no.３, no.４Brief. No.２Brief explains the future of direct pay-
ments. No.３Brief reflects the market measures, that is, price policy.
No.４Brief investigates the comprehensive promotion of rural develop-
ment policy. Each Brief proposes the expected figure of direct pay-
ments, market measures and rural development policy in the near fu-
ture. The focal points are direct payments and rural development pol-
icy, because the price policy is already regarded as market safety-net
function. This will be likely so because of the pressures on further
CAP budget cut and wise spending.
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